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将軍就任（文明五年）直後 は御台所日野富子や、その実兄である日野勝光が政務を代行し たことが百瀬氏や鳥居氏などの指摘により知られるものの、義尚将軍就任以前 政務体制の解明 は言及 余地が残されてい 。
また、大乱後の幕府の変化の一つとして周知されていることは、管領



































































































































領安堵を申請している。同様に『後法興院記』応仁二年四月十日条には、「是日丹波国宮田庄事、如元可有御知行之由、自武家被進内書、此間連々就女中春日局有御訴訟」と見られ 。すなわち、近衛家領 宮田庄が旧来に復することを承認した義政の御内書 発給されたが、こ は幕府女房春日局に依頼していたためである ということになる。近衛家もこのように幕府女房を仲介役として幕府に所領安堵を申請していた。
また、勝元が管領であった期間である文明二年における内蔵寮領長坂







被成奉書之由被仰出也」と見え、山科家は長坂口関 ついて幕府女房を介して幕府に安堵 申請していた。ただし、少将局は山科家よりの申請を紛失 しまい、再度山科家より申請を受けている。少将局は申次と
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書を得ていたが、 状 はこの旨が掲載され いなか たために関目某の主張 退け、津田隆光は質券の地である近江富田庄の内の知行分をもって本利一倍分を勘定するように、と裁決された。この内容から、政所が訴状を受理し審議 加えていた が知られる。
特に「不日被参決」との文言から、訴人・論人がともに政所へ出仕し










い。ただ、頭人と寄人と 間を取り持っていた政所代が不在であったという事実か 寄 が審議結果を直接頭人に披露して、頭人 裁可を仰いで たのではないだろう 。政所内談の具体的な手続きこそ確認 きないもの、寄人を中心とした訴訟審議活動は継続し 行っていたことは間違えないであろう。
おわりに
以上、本稿では大乱期の幕府の政務について限定的ではあるが若干検
討してみた。大乱期においても、義政を中心とした政務は必ずしも停止したわけではなく、一応は継続しており、管領の不在、在職に関係なく御前沙汰は奉行衆や女房衆の活動によって継続して活動 ていた つまり、 大乱期における管領の不在 幕府の政務が停滞することがあっても、断絶したという意味に らないのである。
この時代に幕府の政務を支えていたのが、 奉行衆や女房衆などであり、






















一九八〇） 、今谷氏「室町幕府奉行人奉書の基礎的考察」 （ 『室町幕府解体過程の研究』第一部第四章、岩波書店、一九八五） 、青山由樹「室町幕府「別奉行」についての基礎的考察」 （ 『史報』創刊号、一九七九）を参照。また 嘉吉の乱以降の室町幕府政治については、鳥居氏「嘉吉の乱後の管領政治」 （ 『年報中世史研究』第 号、一九八〇）参照。（（）『斎藤親基日記』同日条。（（）「壬生晨照・大宮長興知行相論記」 （ 『壬生家文書五』 一三四一号文書） 。また、五月七日付で奉行人連署奉書が発給されている 今谷明・高橋康夫共編 室町幕府文書集成』奉行人奉書編 所収、七三〇文書、思文閣出版。以下『文書集成』とする） 。 は七日付ではあるが奉書には「任御判之旨」との文言が見られ、御判御教書の発給以後に発給されたことがわかる。 御判御教書の発給が十三日であるから、実際 奉行人奉書が発給されたのは十三日以降であろう（（）御判御教書の発給については、鳥居氏「将軍家御判御教書・ 内の発給手続」 （ 『年報中世史研究』 号、一九八二）参照（（）百瀬氏前掲註一論文、一九六頁。（（）奉行衆連署意見状案 （ 『中世法制史料集第二巻室町幕府法』 岩波 店、二七七頁、以下『法制史料集』とする） 。（（）笠松氏前掲註二論文。（（0）設楽氏「室町幕府の評定衆と「御前沙汰」ー評議体制及び構成メンバーの変遷ー」 『古文書研究』二八号、一九八七） 。（（（）『文書集成』所収、 四九号 ・七五〇号文書・七五一号文書・七五九号文書・七六七号文書など。（（（）『山科家礼記』応仁二年一月十一日条（（（）百瀬氏前掲註一論文、二〇〇頁。（（（）今谷氏前掲註二論 。一例として 応仁 年十月十日付幕府御教書




」 （ 『年報中世史研究』二五号、二〇〇〇） 。
野田氏は大乱後ではあるが、申次と女房衆の申次について検討されている。（（（）『山科家礼記』応仁二年十二月二日・三日条。（（（）この日に発給された奉行人奉書は十月二十九 付であった。（（（）鈴木氏前掲註一五論文。（（（）鳥居氏前掲註一論文によれば、武家伝奏広橋兼顕が公家の訴訟を幕府へ披露している事例が見ら る。（（0）『山科家礼記』同年十 月十三日条によれば、 「今度長坂口関事、管（細川勝元（
領
成敗子細也」と見られ、勝元が遵行を担当していることが知ら
れる。（（（）「長禄二年以来申次記」 『群書類従第十五輯・ 部』所収）によれば、西軍に属した伊勢貞藤や畠山教元ら 申次としてその名が見られるが 当然大乱期に西軍与同の申次が義政のもとで申次を勤めることは考えら ない。奉行衆と同様に も「西軍」 ・ 「東軍」に分裂しており、当時申次の人材が不足していたことが考え（（（）『斎藤親基日記』文正元年十月五日条。また、文正の政変については百瀬氏前掲註一論文や青山英夫 「 『文正の政変』 に関する覚書」 『上智史学』三一号、一九八六） 、設楽氏 応仁の乱勃発 後 おけ蜷川親元の動向」 （ 『日本歴史』五四二号、一九九三 参照。（（（）『斎藤親基日記』文正元年十月五日条。（（（）『斎藤親基日記』同日条。（（（）貞藤の西軍参加については百瀬氏前掲註一論文、一九七・二一五頁等参照。
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奉行人奉書から、 義昭期の幕府・将軍権力について検討した。 「信長執申」という文言を有する奉行人奉書は、実際 は信長の権力が幕府を凌駕するものではなく、当事者が幕府・将軍と将軍を擁立してき 大名勢力を比較した場合に、従来の幕府・将軍 発給文書に普遍的価値を認めたためであり、 当事者にとってこの「信長執申」は信長の優位性ではなく幕府・将軍の優位性が示されてい とを指摘した。
第二部は幕府の官制上の変遷について検討した。第一章では戦国期 侍所から戦国期の幕府官制の指揮権について検討
した。戦国期の侍所は開闔を筆頭として、将軍（＝御前沙汰）権力 直属する機関として幕府末期に至るまで継続し 活動を っていたことを
本章で指摘した。
第二章では、 「地方」 について検討を加えた。 地方は長禄四年 （一四六〇）
以前には寄人が不在となった。屋地相論は基本的に御前沙汰で扱い、買得地相論 関しては政所が管轄していた。そのため、地方は大乱以降には屋地相論を管掌せず、頭人による屋地の打渡し みが職掌として期待されるようになった。戦国期には頭人は将軍より屋地に関する諮問をうけることで断続的 がら活動を継続してい ことを指摘し 。
